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なるのではないか。 

e） 例えば、特定機能病院・国立病院・大学病院等の大規模な医療機関は、重大な医

療事故が発生したときに、過半数の外部委員を加えた事故調査委員会を作ること

を義務付けてはどうか。その他の医療機関については、調査組織が当該医療機関

と一体となって調査をするのがよいのではないか。院内事故調査委員会における

外部委員の存在は、公正さを確保する意味でも、議論を深めていく上でも重要で

あり、例えばシステムエラーの観点から調査を行う専門家や、患者側で医療過誤

訴訟等の経験のある弁護士等が外部委員として加わることも検討してはどうか。 

f） 院内事故調査委員会に外部委員を加えることは重要であるが、過半数とすること

を義務付ける必要はないのではないか。 

【遺族にとって分かりやすい手続等】 

a） 遺族にとっては、司法解剖・行政解剖の違いは分かりにくい。また、これまでの

司法解剖においては、その報告書等の遺族への開示が十分ではなく、行政解剖に

おいては、情報開示の手続の方法が分かりにくい。そのため、真相を知りたいと

いう遺族の希望に十分応えられていない。 

b） 調査組織においては、遺族や医療機関が調査組織にアプローチしやすいように、

真相究明の内容・情報公開の手続等が全ての人に分かりやすいものであることが

肝要である。 

【調査過程における遺族への配慮】 

a） 迅速に評価結果を取りまとめるとともに、進捗状況を遺族、医療機関へ逐次報告

することが重要なのではないか。 

b） 医療事故発生後、調査組織により科学的な調査が実施されていく一方で、遺族は、

その結果を待ちながら多大な不安や不信感を抱いている。調査の進行状況等を遺

族に伝えるとともに、遺族の感情を受け止め、それを調査組織や更には医療機関

と共有していく役割を担う者が必要である。 

【調査報告書の説明における遺族への配慮】 

a） 調査結果については、遺族に調査組織からの十分な説明が行われることが必要で

ある。それなくしては、不満を持った患者側が、かえって司法制度に訴える例を

増加させることになりかねない。 

b） 真相を知りたいという遺族の要望に応えるためには、調査報告書について十分理

解してもらえるような何らかの工夫が必要なのではないか。 

c） 調査報告書を懇切に遺族に解説する医学アドバイザーを配置する。遺族が調査報
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